
R4事務事業・組織対応表（R3実施事業）

施策名【地球温暖化対策】

2.良好な地
球環境の確
保

1.地球温暖
化対策

(1) 低炭素社会の推進

5211-1 1 環境普及啓発事業 環境政策課 環境政策係 通常

(2) 再生可能エネルギー
施策の推進 5212-1 2 佐久市メガソーラー発電事業 環境政策課 環境政策係 通常

5212-2 3 平根発電所管理運営事業 環境政策課 環境政策係 通常

5.快適な暮
らしを創る
環境豊か
なまちづくり

章 節 施策 主要施策
事務
事業
コード

事
業
数

事務事業 課 係
管理
方法

備考



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

42,665 54,644

財源合計

10,500

9,748 14,915

39,561 44,896 65,594

3,104

42,665 54,644 80,509

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

80,509

0

1.50 人 10,200 2.50 人 17,000

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,200 17,000

1.50 人 10,500

0 時間

32,165 44,444 63,509

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 5.快適な暮らしを創る環境豊かなまちづくり

節 2.良好な地球環境の確保

施策 1.地球温暖化対策

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 地球温暖化対策推進法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

各種啓発事業等を通じ、地球温暖化防止に関する市民意識の高揚が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・再生可能エネルギーの普及促進を図るため、太陽光発電設備や木質バイオマスを活用した熱利用機
器の導入に対して助成を行う。
・省エネ家電製品の普及促進を図るため、ＬＥＤ照明と電気冷蔵庫の購入に対し助成を行う。
・わが家のエコ課長事業やエコ課長へのフォローアップ事業を通じ、環境保全・地球温暖化防止への市
民意識の高揚を図る。
・「COOL CHOICE」を合言葉に国が地球温暖化対策のために推進する国民運動に賛同し、クールビズ
やウォームビズを推奨するほか、植物によるグリーンカーテンの設置や打ち水にも取り組むとともに、地
球温暖化防止に対する市民意識の高揚を図る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 環境普及啓発事業 事務事業コード 5211-1

担　当 環境 部 環境政策 課 環境政策 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

14

6

233

単位

14

14 14

令和 2 令和 4 年度

令和 3

再生可能エネルギー
活用の市民への周知

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

320 320

100

217

320

・太陽光発電設備への補助２４５件、ペレットストーブへの補助１６件を実施した。
・省エネ家電購入への補助はＬＥＤ照明２１８件、電気冷蔵庫１９２件を実施した。
・「COOL CHOICE」を合言葉に国が地球温暖化対策のために推進する国民運動に賛同し、平成２９年４
月に「佐久市COOL CHOICE宣言」を行った。広報紙において「毎月COOL CHOICE」を掲載するなど啓発
活動を行った。
・「打ち水大作戦in佐久」を、８月４日に佐久商工会議所で実施した。

再生可能エネルギー普及促進に係る市の各種補助事業の財源に、県補助金のほか一般
財源や市営メガソーラーの売電利益を充てていることから、市が実施する必要がある。

68 77

目標

実績

245

今後の
取組方針

・再生可能エネルギー導入や省エネ家電普及促進にあたっては、市民ニーズを捉えながらメニューを精査
するとともに、ＰＲ方法を再検討する。また、東日本大震災以降の社会情勢やエネルギー事情の変化、国
や県の基本方針の動向を見極め、各種事業を推進する。
・市内における太陽光発電設備の設置は、再生可能エネルギー自給率の向上や災害発生時の電源確保
に繋がることから、継続して普及促進を図っていく。
・市域の再生可能エネルギーの普及強化を図るためには、市民・事業所・行政が協働して取組む必要があ
ることから、連携した事業を推進していく。
・市域における温室効果ガス排出量を、目標年度（2027年度）までに基準年度（2013年度）比で21％削減
するという行政目的を達成するための１つの施策として助成を実施する中において、今年度の実績を評
価・分析を行い、その結果に基づいた対応を実施していく。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

・助成事業において、太陽光発電設備の設置件数は前年比約１３％伸びているものの目標値に達していな
いことから、更なる周知方法を工夫する必要がある。
・2050年のゼロカーボンを実現するためには、市のみならず市民、事業者と協働して取組む必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

太陽光発電システム
設置件数

～令和 年度 令和 年度

太陽光発電設備の設置件数については目標値に届かなかったが、前年度より設置件数が
増加していることから、市民が再生可能エネルギーの活用に関心があり、太陽光発電設備
の普及に一定の効果があると考えられる。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 佐久市メガソーラー発電事業 事務事業コード 5212-1

担　当 環境 部 環境政策 課 環境政策 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

太陽光による再生可能エネルギーを生産することで、CO2排出量の削減と、自然エネルギー普及促進を
目指す。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

望月地区の遊休市有地に令和１５年までの２０年間のリース方式により太陽光発電施設（モジュール設
置容量２，５４６.３ＫＷ）を設置し、再生可能エネルギーとして売電するとともに、CO2排出量の削減の環
境教育や市民、市内企業向けの自然エネルギーの普及啓発を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

総合計画上の
位置付け

章 5.快適な暮らしを創る環境豊かなまちづくり

節 2.良好な地球環境の確保

施策 1.地球温暖化対策

25

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

2,040 2,040

0.30 人 2,100

0 時間

140,523 148,119 148,002

時間 0

150,042

0

0.30 人 2,040 0.30 人 2,040

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

148,119 148,001

2,100 2,040 2,041

140,523

142,623 150,159 150,042

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

142,623 150,159

財源合計

2,100

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

新型コロナウイルス感染症の影響により、環境教育としての施設見学者はなかったもの
の、目標を約３0％超える発電量が得られたことにより、売電益を再生可能エネルギー普及
や環境啓発の推進事業に役立てることができた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

・本施設を安全・安心して運営していくため、継続して電気主任技術者による点検の徹底及び施設内雨水
処理や施設周辺の草刈りなど周辺環境に対する配慮を行っていく。
・売電による収益を活用し、脱炭素・省エネ社会の実現に向けた各種補助事業の拡充を図っていく。

単位

ｋWｈ
実績

目標

事業の
課題

・本年は新型コロナウイルス感染拡大防止の影響もあり、施設見学等の希望が無く再生可能エネルギー
の普及啓発の促進に繋がらなかった。
・本施設は、平成２５年から令和１５年の２０年間の施設リース方式による施設となっていることから、期間
満了後の施設活用方法が未定となっている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

年間発電電力量

～令和 年度 令和

本市は全国的に見ても日照時間が長く、この特性を活かした太陽光発電を普及させること
で、再生可能エネルギーの地産地消を推進し、ＣＯ2排出量の削減、再生可能エネルギーに
よる電力自給率の向上など、市が率先して環境にやさしいまちづくりを推進していく必要が
あるため。

131 130

目標

実績

3,435,476

2,640,000 2,640,000

0

3,460,480

2,640,000

年間売電量：3,360,553kWh（発電量の97.8％）、年間売電金額：147,996,139円　（R3実績）

令和 3

発電所見学の受入

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

10

0

単位

0

10 10

令和 2 令和 4 年度

0



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

34,030 30,777

財源合計

2,450

13,490 9,740

12,491 17,287 23,673

21,539

34,030 30,777 33,413

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

33,413

0

0.35 人 2,380 0.35 人 2,380

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,380 2,380

0.35 人 2,450

0 時間

31,580 28,397 31,033

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 5.快適な暮らしを創る環境豊かなまちづくり

節 2.良好な地球環境の確保

施策 1.地球温暖化対策

12

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市が管理する公共施設（平尾山公園、平根小学校）で使用する電力を平根発電所の水力発電で賄うとと
もに、水力による再生可能エネルギーのモデルとして環境教育に活用することで市民の環境意識を高め
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市が管理する公共施設に、水力発電による再生可能エネルギーを供給し、余剰電力は中部電力㈱へ
売電することで平根発電所の維持管理費に充てる。
・再生可能エネルギーを活用した歴史的な施設（昭和３０年）として、環境教育や視察などに活用する。
・平根発電所で利用した用水を湯川へもどす放水口に、マイクロ水力発電機を設置（平成２８年）し、地元
平根小学校の防災用電源として活用する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 2 年度令和 令和 3 年度 令和 年度4

令和 4 （評価対象　令和 3

事業名 平根発電所管理運営事業 事務事業コード 5212-2

担　当 環境 部 環境政策 課 環境政策 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

1

1

100

単位

1

1 1

令和 2 令和 4 年度

令和 3

平根発電所の維持管
理

％ 達成率

箇所

活動指標 年度 令和 3 年度

年度

実施内容

10,000 10,000

100

15,830

10,000

年間発電量2,513,850kWh
公共施設（平尾山公園、平根小学校）供給量：772,815kWh
売電量：1,741,035kWh（売電額：13,405,964円）

市の自家用電気工作物として、公共施設である平尾山公園施設や平根小学校の電力を賄
うための施設であるため、市としての管理運営が必要である。

158 134

目標

実績

13,405

今後の
取組方針

・環境学習に活用することにより、再生可能エネルギーの普及推進、再生可能エネルギーへの意識啓発を
図るとともに、安定・効率的な発電事業の運営に努める。
・歴史的な施設であり、費用対効果など総合的に判断し今後も必要な施設であれば、中長期的な修繕計
画を立てて対応していく。

単位

千円
実績

目標

事業の
課題

平根発電所の設備については、経年劣化による大規模な修繕等が必要となるため、費用対効果などを見
据えた対応が必要となる。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

売電額

～令和 年度 令和 年度

年間を通じて電力の供給が行え、余剰売電額は目標を超えることができた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある


